
部局別業務棚卸一覧表 （   総 務 部     ）

成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額
①合併後の市民サービスに
ついての市民満足度
②実施項目達成率

①－
②23.8％

①60％
②100％

８２３，５16千円

上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額

庁内組織の役割明確度、連
携度

－ 70%

３４，９２０千円

全庁を対象とした庶務的業務

（総務課　庶務担当）

全庁を対象とした庶務的業務および各
部局の所管に属さない業務の円滑な執
行のための庁内調整を行うほか、部内の
連絡調整等を行う。

１３，２９６千円

議会関連業務

（総務課　庶務担当）

議会対応を円滑に行うため、執行機関
の窓口として、議会と当局との連絡調整
を行う。

千円

秘書業務

（ 秘書課　秘書担当 ）

三役の円滑な執務を実現するため、公
務をマネジメントする。

２１，６２４千円

1

適正処理率 100%

部局重点活動目的（H17年度） 部局重点活動目的設定理由
従事職員総数

①全庁的な庶務業務
②他の部局に属しない業務

○一層の業務の質の向上を図りながら実施する。

7.9人
（内派遣職員2人）

従事職員数

①合併施行後の新市の組織・機構が円滑に機能するよう、職員研修を適切に行う必要があるた
め。
②分権時代にふさわしい自主・自立的な都市経営を実現することが急務であることから。

他部局関連施策

成果指標

７６人
（部長・次長７(内派遣２)、課長・補
佐１７、主事４３(内派遣１)、技能員

８、運転士１）

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）

2.9人

①適切・正確な執務補助
②公務の管理
③慶弔電報・ﾒｯｾｰｼﾞ対応
④公用車運転用務

○一層の業務の質の向上を図りながら実施する。

8.0人

○慎重かつ効率的な事務執行を心掛けながら継
続する。

 平成16年度（前期）行政経営会議用   様式１

①合併施行後の円滑な行政執行体制を確保
するため、職員研修を適切に行う。
②市民志向・成果志向の生産性の高い行政
経営を実現するため、第３次秋田市行政改
革大綱を完全実施する。

市政をｽﾑｰｽﾞに執行するための庁内調整、
連携ができる。

議会事務局業務および各部局連絡調整課における議会関係等業務との関わりが深い。

18.8人

①議案の調製・提出
②議員質問等への対応
③採択された請願・陳情への対応取りまとめ
④各種議会報告
⑤議会日程の調整

2

Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

当局側に起因する問題発生
件数

３件 ０件

3

三役からの１０段階評価 - ５（普通）以上
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上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額 従事職員数

他部局関連施策

成果指標

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）
Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

受賞承諾率（承諾数/選考
数）

98% 100%

３，２４２千円

表彰・式典関係業務

（総務課　庶務担当）

市政に対し功績があった者の功労を表
するための表彰・式典関係業務を円滑
に遂行する。

３，２４２千円

新庁舎等に係る市民満足度 － －

４１３，０００千円

庁舎建設基金の積立

（ 総務課　庶務担当 ）

庁舎等の建設財源とするべく基金の積
立を行う。

４１３，０００千円

0千円

（仮称）芸術文化ﾎｰﾙ設置事業推進業務

（ 総務課　芸術文化ﾎｰﾙ担当 ）

中通一丁目地区市街地再開発事業に
おいて、県有地を活用することなどから
公共施設整備の要請があるため、また、
本市芸術文化の振興を図るため（市民
が芸術文化を楽しむ機会を増やすた
め）、（仮称）芸術文化ﾎｰﾙの内容を検
討してきたところであるが、情勢の変化
に伴い、未だ再開発事業計画が確定し
ていないことから、ﾎｰﾙ設置事業の凍結
について検討する。

0千円 0.1人

ﾎｰﾙ設置事業の凍結 － 凍結

①功労者・一般表彰の表彰
②栄典対象者の上申

他部局でも所管分野に係る顕彰制度を持っているところがある。

1.5人

積立目標額　　10,000,000千円
H15末現在高　 6,331,258千円
H16末予定　　　6,744,258千円

○（仮称）市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ等の整備方針の検討
にあわせて、新庁舎の建設方針と基金の取扱いに
ついて検討する。

○都市整備部の中央街区まちづくりに関する業務との関わりが深い。

○一般表彰について、福祉施設等での勤続年数
を基準としたものおよび学校医等の従事年数を基
準としたものについて、選考基準から削除すること
を検討する。4

選考過程および式典開催に
際してのミス件数

０件 ０件

0.1人

市民が快適かつ安全に芸術文化活動を行
うことができる。

0.1人

1.5人

市民が自らまちづくりに参加する意欲を高
めることができる。

限りある経営資源である公有財産を、効果
的・効率的に活用できる。

企画調整部の（仮称）市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ整備方針との関わりが深い。

0.1人

5

基金造成率（年度末残高
/100億円）

63% 71%

6

準備組合および都市整備部との連絡を密に
し、情報を収集する。

○ﾎｰﾙ設置事業の凍結に向けた検討を行う。
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上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額 従事職員数

他部局関連施策

成果指標

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）
Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

市民志向・成果志向の視点で
設定された各担当業務目的
の成果指標の達成率

－ 100%

２８，０３４千円

事務の適正化および効率化推進業務

（総務課 行政管理担当）

適正かつ効率的な市政運営を確保する
ため、事務執行の適正化および効率化
を推進する。

２０，５３４千円

行政ｼｽﾃﾑ改革業務

（ 行政システム改革室 ）

簡素で効率的かつ創造的な行政経営を
行うため、制度・施策・組織・業務運営の
改革を推進する。

７，５００千円

業務・事業のルールに沿った
執行率

100%

３５，８９１千円

文書担当業務

（ 文書法規課　文書担当 ）

庁内の適正かつ能率的な文書執行を確
保するため、文書事務の指導・管理を行
う。

１９，０７３千円

法規担当業務

（ 文書法規課　法規担当 ）

庁内の行政業務の適法性を確保するた
め、各課所室諸業務のｻﾎﾟｰﾄを行う。

１６，８１８千円

①文書事務の適正化　５，１５５千円
②文書事務の能率化　１３，９０８千円

○文書管理システムの構築に向けた研究を進め
る。

5.0人

市民志向・成果志向の行政経営ｼｽﾃﾑを運
用することができる。

7

事務改善件数 10件

2.5人

①事務執行の適正化の取組
②全庁的な事務改善の推進

・外部監査実施経費　　19，908千円

5件 ○平成17年度の包括外部監査人は新たに選任す
る。

6.5人

○第３次行政改革大綱（計画期間H15～
H17年度）の着実な推進を図る。
・大綱の進捗管理
・重点実施項目の円滑な実施のための調整
（トップマネジメント機能の強化、上下水道一
体化、公社改革、交通事業改革、受益と負
担の適正化）
・行政経営システムの構築

○第３次大綱以降の行革方向を検討する。
○重点実施項目への対応はH16年度で一段落す
る。
○行政経営システム構築作業は導入段階から定
着段階へ移行する。
○行政経営ｼｽﾃﾑの教育・訓練は、ｼｽﾃﾑ定着を主
目的とするものに組み替え、経費の圧縮を図る。
○行政評価システムの実際の運用においては、目
標設定の適正さの管理と成果の把握が必要であ
り、その手法を開発する。

4.0人

行政活動がルールどおり適正に行われてい
る。

100%

情報政策課で所管する電子自治体推進事業との関わりが深い。

9.0人

8

第３次秋田市行政改革大綱
実施項目達成率

23.8%

9

適正処理率 100%

①例規等の合法性、実効性、正確性等の確
保
②法制面における各部局の事務事業支援
体制整備　１６，７５０千円

○法制面における人材育成についての検討を行
う。

4.0人10

法的な問題で事業が滞って
いる件数

０件
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上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額 従事職員数

他部局関連施策

成果指標

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）
Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

適正処理率 100%

９９３千円

公平委員会業務

（ 文書法規課　法規担当 ）

公平委員会委員を補佐し、公平委員会
の権限に属する事務を行う。

９９３千円

職員の能力発揮率(自己申告書に
よる）

60%

４６，８６６千円

人事業務

（ 人事課　人事厚生・給与・制度企画担当 ）

職員が意欲を持って働くことができるよう
環境を整える。

４６，８６６千円

研修効果率（所属長評価） 80%

２７，３２６千円

研修業務

（ 人事課自治研修センター ）

自ら目標を持って能力の向上を図ろうと
する職員を育成するために、職員研修
を実施する。

２７，３２６千円

市民が満足する行政サービスを提供できる
人材を育成する。 4.6人

職員の能力を最大限発揮させる。

14.4人

①人事・給与関係　２０，９８３千円
②職員福利厚生　２３，８６３千円
③新人材活用制度の構築　２，０２０千円
※市町合併に伴う機構改正、人事異動、給
与調整

○合併後の新たな定員管理計画の策定に着手す
るとともに、能力や成果に基づいて職員を評価す
る人事評価制度の導入に向けて、制度構築を進め
る。14.4人12

職員満足度(自己申告書によ
る)

60%

①「求められる能力」の習得に、より効果的な
研修の実施　２７，３２６千円

○新人材活用制度とリンクすることで、研修ニー
ズ・成果のより的確で・スピーディーな把握に努
め、「求められる能力」の習得・発揮のため、より効
果的な研修体系への検討・見直しを行なう。4.6人

（内派遣職員1人）
13

職員満足度（ｱﾝｹｰﾄ評価点） 80%

公平な人事行政の確保

1.0人

①審査中の事案　１件 ○地方公務員法の一部改正（平成16年法律第85
号）により、平成17年度から「職員の苦情を処理す
ること」が公平委員会の事務に加わる。

1.0人
11

適正処理率 100%
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上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額 従事職員数

他部局関連施策

成果指標

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）
Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

大規模災害時の役割の周知
率

100% 100%

１５，７７７千円

災害時対応体制等整備業務

（ 防災対策課 ）

行政の公助体制を整備し、大規模災害
が発生した際に、市民の生命、身体およ
び財産を保護するとともに被害の軽減を
図る。

１５，７７７千円

災害時における自主防災組
織の活動率

未実績 100%

５１，２５０千円

自主防災組織育成・強化業務

（ 防災対策課 ）

市民による自助・共助体制（市民自らに
よる初期消火や救助救出など）を整備
し、大規模災害が発生した際に、市民の
生命、身体および財産を保護するととも
に被害の軽減を図る。

５１，２５０千円

進捗計画割合（進捗計画数/
全整備計画数）

100% 100%

大規模災害が発生したとき被害を軽減する
ための総合的な活動ができる。

14

地域に密着した消防団・自主防災組織に
よって街を守ることができる。

消防本部の事務事業と深い関わりがある。

2.0人

①防災ｶﾙﾃの見直し等　５，５１３千円
②GPS緊急防災電送ｼｽﾃﾑ　４２７千円
③災害発生時の情報提供体制整備
④避難標識整備　２，３２５千円
⑤災害対策緊急救援物資備蓄事業３，４１２
千円
⑥各種防災訓練実施　１，８９３千円

③災害発生時の情報提供体制整備
　 地域防災システム構築事業
　・ 災害時情報提供システムの導入および運用
　・ デジタル防災行政無線の導入の検討

⑤最低限の備蓄に努め、流通備蓄の導入等により
備蓄計画の見直しを図り、③の整備を図っていく。

消防本部の事務事業と深い関わりがある。

4.0人

4.0人

①自主防災組織結成促進事業　４５，８５６千
円
②防災リーダーの育成 ４８千円
③災害時の自発行動啓発・防災教育実施
④防災資機材助成事業　５，３４６千円

①自主防災組織結成等促進強化事業が廃止とな
るため、結成促進活動を維持する方策を検討して
いく。

2.0人

15

自主防災組織結成率 30% 40%
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上位目的（部局目的達成手段） 成果指標 実績（H１５） 目標（H17)

予算総額

業務名称

No. （課所室 担当名）

担当業務目的（上位目的達成手段） 予算額 従事職員数

他部局関連施策

成果指標

従事職員総数

実績（H１５) 目標（H１７）
Ｈ１６主要事業 Ｈ１７見直し案の要旨

成功率（開催後の市民満足
度）

－ １００％
（H19年度）

１６６，２１７千円

第62回国民体育大会秋田市開催競技準備
業務

（ 秋田市国体準備室　総務担当 ）

第62回国民体育大会秋田わか杉国体
の秋田市開催競技の適切な準備を行
う。

１６６，２１７千円

第62回国民体育大会秋田わか杉国体を成
功させる。

教育委員会のスポーツ施設との関わりが深い。

14.0人

16

各ｾｸｼｮﾝの役割理解度 － 80% ①各種準備業務　　１６，１９７千円
②運営基金積立　１５０，０２０千円

○運営準備（特に市民啓発活動推進業務）のより
一層の充実を図る。

14.0人

6 / 6 ページ


